
板橋区 EV バイク車両購入補助事業補助金交付要綱 

令和７年６月２０日区長決定 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、EV バイク車両の購入について経費を一部補助し、購入支 

援をすることにより、EV バイク車両の普及を促進し、温室効果ガスの排出量 

の削減を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

⑴  EV バイク車両 電池（燃料電池を除く。）によって駆動される電動機の

みを原動機とし内燃機関を併用しない型式認定を取得している側車付二輪

自動車(道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に規定

する自動車であって、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成

１４年国土交通省 告示第６１９号）第２条第四号に規定する側車付二輪

自動車をいう。) 又は原動機付自転車（道路運送車両法（昭和２６年法律

第１８５号）第２条第３項に規定する原動機付自転車であって、東京都板

橋区特別区税条例（昭和３９年東京都板橋区条例第４７号）第４５条第１

項で定められている標識を取り付けているものに限る。）をいう。 

⑵  事業者 区内に事務所若しくは事業所を有する個人事業主又は法人（国

及び地方公共団体を除く。）をいう。   

（補助対象） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

⑴ 区内に事務所又は事業所を有する事業者であること。 

⑵ 未登録の新規 EV バイク車両を購入し、初度登録日の翌日から起算して１ 

年を経過していないこと。 

⑶ 購入する EV バイク車両が、一般社団法人次世代自動車振興センターの実 

施する「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」又は公益財団法人東   

京都環境公社の実施する「電動バイクの普及促進事業」において、補助対 

象車両として認定されていること。 

⑷ EV バイク車両が板橋区に登録してあること。 

⑸ 区内に定置場又は使用の本拠の位置を有すること。 

⑹ EV バイク車両を購入した販売店に対する支払いが完了していること。  



⑺ 申請者が購入車両の所有者及び使用者であること（EV バイク車両を所有

権留保付ローンで購入し、所有者が販売店又はファイナンス会社等である

場合を含む。）。 

⑻ 補助対象に対し、区から他の補助金等を受けていないこと。 

⑼ 購入した EV バイク車両は未使用であり、かつリースではないこと。 

⑽ 補助対象者の自社製品又は関係会社から調達したもの及び補助対象者が

役員として所属する法人の製品ではないこと。 

⑾ 次に掲げる場合に応じて当該各号に定める要件 

    ア 個人事業主の場合 個人事業主にあっては住民税を滞納していな 

いこと。 

    イ 法人の場合 法人にあっては法人住民税を滞納していないこと。 

⑿ 東京都板橋区暴力団排除条例（平成２４年板橋区条例第２８号）第２条第

１号に規定する暴力団並びに同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３

号に規定する暴力団関係者に該当する者でないこと。 

(補助対象経費) 

第４条 補助対象経費は、EV バイク車両の車両本体の購入費とする。 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は１台につき４万円とする。ただし、補助対象経費が４

万円を下回る場合には、補助対象経費を補助金交付額（千円未満は切捨

て）とする。 

（申請期間） 

第６条 補助金の交付申請の受付期間は、令和７年７月１日から令和８年３月

３１日までとする。 

２ 予算の範囲を超えた時点をもって、申請の受付を停止する。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、前条

の期間内に、補助金交付申請書（様式第１号）に別表第１の書類を添付して区

長に提出しなければならない。 

２ 区長は、必要と認める場合は、前項に規定する書類以外の書類を提出させる

ことができる。 

３ 第１項の申請は、１事業者につき３台までとする。 

４ 第１項の申請は、別表第１の必要書類が区長にすべて提出され、区長が不備

のないことを確認した時点で受理とする。 

５ 第１項の申請の受理は先着順に行う。ただし予算上限に到達した日に複数

の受理があった場合は、予算残額を補助金交付予定額の割合で按分し、交付予

定金額とする。 



（交付決定） 

第８条 区長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、補助金の交

付が適当であると認めたときは補助金交付決定通知書（様式第２号）により、

適当でないと認めたときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、申

請者に通知するものとする。 

２ 前項の交付決定は、予算の範囲内で行う。 

３ 区長は、補助金交付申請受理後、必要に応じて現地確認を行うことができる。 

（取下げ） 

第９条 前条の規定により補助金の交付決定通知を受けた者が、申請した内容

を取下げしようとするときは、取下げ願（様式第４号）を、第１１条の請求を

行う前に、区長に提出しなければならない。 

（交付決定の変更） 

第１０条 区長は、前条の取下げ願を受けたときは、その内容を審査し、これを

適当と認めるときは、補助金申請者に対し、補助金交付取下げ承認書（様式第

５号）により通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 前条の規定により補助金交付決定通知を受けた者は、補助金交付請

求書（様式第６号）に、別表第２の書類を添付して、区長に提出し、補助金の

交付を受けるものとする。 

（交付決定の取消及び補助金の返還等） 

第１２条 区長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定を取り消し、返還を求めることができる。 

⑴ 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

⑵ この要綱の規定に違反したとき。 

２ 区長は前項の規定により、補助金の交付決定を取り消したときは、補助金交

付決定取消通知書（様式第７号）により速やかに通知する。既に補助金が交付

されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

（管理義務） 

第１３条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付対象となった EV バイク車

両を常に良好な状態で管理に努めなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１４条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付対象となった EV バイク車

両をその初度登録日から財産処分制限期間の３年以内に処分（補助金の交付

の目的に反して使用し、譲渡し、売却し、交換し、登録を区外へ変更し、貸し

付け、廃棄し、又は担保に供することをいう。）をしようとするときは、あら

かじめ別表第３の書類を区長に提出し、承認を受けなければならない。 



２ 区長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、正当な理由がある

と認めたときは、財産処分の承認を決定するとともに、当該申請者に対し EV

バイク車両購入補助金に係る財産処分承認通知書（様式第９号）により通知す

る。 

３ 区長は、第２項の承認をする場合においては、別表第４の式により算出した

額の返還を請求するものとする。ただし、当該処分が天災、本人の責めに帰さ

ない事故その他のやむを得ない事由による場合においては、この限りではな

い。 

４ 補助金の交付を受けた者は、前項の規定による請求を受けたときは、これを

区に納付しなければならない。 

（調査等） 

第１５条 区長は、補助金に関し必要があると認めるときは、申請者から報告を

求め、又は自ら調査を実施することができる。 

（協力） 

第１６条 補助金の交付を受けた者は、EV バイク車両の使用状況等に関するア

ンケートについて協力するよう努めなければならない。 

（委任） 

第１７条 この要綱に定めのない事項は、東京都板橋区補助金等交付規則（昭和

４２年板橋区規則第３号）に定めるものによるほか、資源環境部長が定める。 

 

付 則 

 この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 

 

別表第１（第７条関係） 

共通（必

須） 

１ 交付申請書 

２ 標識交付証明書の写し、又は自動車検査証の写し、又は軽自動

車届出済証の写し 

３ 契約書、注文書等当該車両の購入に係る契約が確認できる書面

の写し 

・車両のみの価格（税別）及び車名・グレードが確認できるもの 

・契約者、宛名は申請者と同一名義であること。 

４ EV バイク車両の購入に係る内訳が記載された領収書の写し（ロ

ーンによる支払いの場合は、ローンの契約書の写し）  

・契約書、注文書の金額と領収書の金額が一致していること。 

・宛名は申請者と同一名義であること。 

５ EV バイク車両を保管場所において撮影した写真（ナンバープレ



ートが確認できるもの）  

６ その他区長が必要と認める書類 

共通（該

当 者 の

み） 

【申請行為を第三者に委任する者のみ】 

１ 申請者からの委任状（様式第１０号） 

申請者以外が申請行為を行う場合は、申請者からの委任状を提出す

ること。 

※委任状には、申請者及び代理人が自署すること。 

個 人 事

業主 

１ 直近年度住民税納税証明書 

２ 開業届や青色申告書、賃貸契約書等、事業内容が確認できる書

面の写し  

３ 本人確認書類の写し 

  ※１点で可能なもの 

   運転免許証、パスポート、マイナンバーカード（表面のみ）、

運転経歴証明書（平成２４年４月１日以降に交付されたも

の）等 

  ※２点で可能なもの（下記のうち２種を提出） 

   国民健康保険資格者証、健康保険資格者証、国民年金手帳、

後期高齢者医療資格者証、船員保険証、介護保険証等 

  ※本人確認書類は有効期限内のものに限る。 

法人 １ 直近年度法人住民税納税証明書 

２ 法人の登記簿謄本（発行から６ヶ月以内） 

 

別表第２（第１１条関係） 

共通 １ 交付請求書 

２ 補助金振込先口座の写し（通帳やキャッシュカード等） 

  ※名義、銀行名又は銀行コード、支店名又は支店コード、口

座番号が記載されているもの   

※口座の名義人は申請者と同じとすること。 

 

別表第３（第１４条関係） 

共通 １ EV バイク車両購入費補助金に係る財産処分承認申請書（様式

第８号) 

２ 処分する車両の自動車検査証又は自動車検査証記録事項の写 

し及び財産処分の予定日を確認することができる書類 

 

 



別表第４（第１４条関係） 

返還金額＝補助金額 ×（１－
経過期間

処分制限期間
 ） 

※処分制限期間は３年間とする。 

１，０００円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てるものとする。 

経過期間は初度登録日から所有権移転日（売却・下取りの場合は引渡日・入庫

日）までの月数で計算する。 

処分制限期間も、月数（１か月未満は切捨て）で計算する。 

 



様式第１号（第７条関係）

年 月 日

〒

( 宛 先 ）

板 橋 区 長

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金交付申請書

住　　所

購入・登録日  購入日：  登録日：

受 付 管理簿

車両の所有者 □申請者と同じ　□その他（　　　　　             　　　　　　　　　　　）

使用の本拠の位置 □申請者住所と同じ　□その他（　　　　　　　　　            　　　　　　）

氏　　名

電話番号

使用の本拠の位置 □申請者住所と同じ　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

対象車両

 メーカー・車名：

 形式：

　板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて、下記のとおり申請しま

す。

記

 車両番号：

購入・登録日  購入日：  登録日：

車両の所有者 □申請者と同じ　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（法人の場合は、住所欄にその所在地、氏名欄に事業者名、役職、代表者氏名を記入してください）

申請手続担当者
(担当者が法人の代表者以外
の場合は記入してください)

提出者：                            連絡先：

対象車両

２台目以降は、こちらにご記入ください。

対象車両

 メーカー・車名：

 形式：

 車両番号：

 メーカー・車名：

 形式：

 車両番号：

購入・登録日  購入日：

車両の所有者 □申請者と同じ　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

使用の本拠の位置 □申請者住所と同じ　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 登録日：

フリガナ



様式第２号（第８条関係）

様

年 月

記

金 円

板 資 政 第 号

年 月 日

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金交付決定通知書

日付けで交付申請のあった板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金に

ついては、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

交付決定金額

板橋区長



様式第３号（第８条関係）

様

年 月

記

１ 補助金を交付しない理由

ついては、下記のとおり交付しないことに決定したので通知します。

板橋区長

板 資 政 第 号

年 月 日

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金不交付決定通知書

日付けで交付申請のあった板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金に



様式第４号（第９条関係） 年 月 日

〒

住　　所

氏　　名

電話番号

年 月

記

１ 取下げ内容

２

３ 添付書類

ついて下記のとおり取り下げ願います。

取下げ理由

受 付 管理簿

( 宛 先 ）

板　橋　区　長

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金交付取下げ願

（法人の場合は、住所欄にその所在地、氏名欄に事業者名、役職、代表者氏名を記入してく
ださい）

日付けで交付決定した、板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金に

　　　　



様式第５号（第１０条関係）

様

年 月

記

１ 補助金を取り下げ内容

２ 取り下げ承認理由

日付けで交付取下げ願のあった板橋区EVバイク車両購入補助事業

補助金については、下記のとおり承認したので通知します。

板 資 政 第 号

年 月 日

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金交付取下げ承認書

板橋区長



様式第６号（第１１条関係） 年 月 日

〒

年 月 日付け 板資政第 により補助金交付決定通知を

受けたので、関係書類を添えて下記のとおり請求します。

記

１ 請求金額 金 円

２

受 付 管理簿

本店

支店

普通

当座

口座番号
（左詰めで記

入）

補助金振込先

預金種目
（該当箇所
を○で囲
む）

フリガナ

口座名義

銀行
信金
信組
農協

金融機関名
（該当箇所
を○で囲
む）

※申請者名義の
口座を記入して
ください

( 宛 先 ）

板　橋　区　長

住　　所

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金交付請求書

氏　　名

電話番号

号 

（法人の場合は、住所欄にその所在地、氏名欄に事業者名、役職、代表者氏名を記入して
ください）



様式第７号（第１２条関係）

様

年 月

記

１ 補助金を取り消した内容

２ 交付取消し金額 金 円

３　取消し理由

板 資 政 第 号

日付け 　で交付決定した板橋区EVバイク車両

年 月 日

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金交付取消通知書

購入補助事業補助金交付について、下記のとおり取り消しましたので、通知します。

板資政第　　号

板橋区長



様式第８号（第１４条関係） 年 月 日

〒

年 月 日付け板資政第 により補助金交付決定通知を受けた

EVバイク車両の処分について、下記のとおり申請します。

１

２ 処分予定日

３ 処分の内容

４ 処分理由

受 付 管理簿

( 宛 先 ）

板　橋　区　長

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金に係る財産処分承認申請書

号の 

メーカー・
車名

形式

車両番号

住　所

氏　名

電話番号

（法人の場合は、住所欄にその所在地、氏名欄に事業者名、役職、代表者氏名を記入してく
ださい）

対象車両

　　　　



様式第９号（第１４条関係）

様

年 月

記

１ 処分承認理由

日付けで交付申請のあった板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金に

係る財産処分承認申請については、下記のとおり承認したので通知します。

板 資 政 第 号

年 月 日

板橋区EVバイク車両購入補助事業補助金に係る財産処分承認通知書

板橋区長



様式第１０号（第７条関係） 年 月 日

〒

〒

１ 代理人の住所

代理人の氏名

代理人の電話番号

※委任状には、申請者及び代理人の自署が必要です。

申請者の電話番号

(申請者本人が記入してください）

　板橋区EVバイク車両購入補助事業における補助金の交付申請にあたり、以下のとおり

代理人に申請行為を委任いたします。

( 宛 先 ）

板　橋　区　長

委任状

申請者の住所

申請者の氏名

　　　　


